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＜ 「働き方改革」が実施されます ＞ 

働き方改革 第４回 「労働時間の客観的な把握」 

 
２０１９年４月１日からすべての労働者の労働時間状況を客観的な方法、その他適切な

方法で把握することが事業者の義務となります。 

 
 

管理監督者の時間管理も義務化 

 
これまでは、割増賃金を適正に支払うため、労働時間を客観的に把握することを通達で

規定していたため、みなし時間に基づき割増賃金を算定する裁量労働制適用者や、時間

外・休日労働の割増賃金の支払い義務がない管理監督者は、通達の対象外とされていま

した。 

改正後は、健康管理の観点から、裁量労働制が適用される人や管理監督者も含めすべて

の労働者の労働時間の状況が、客観的な方法その他適切な方法で把握されるよう法律で

義務づけられます。 

労働時間の状況を客観的に把握することで、長時間働いた労働者に対する、医師の面接

指導を確実に実施し、労働者の健康管理を強化することを目的としています。 

 
 

対象労働者 

 
時間管理の対象者は、原則として、下記①から⑦を含むすべての労働者となります。 

① 研究開発業務従事者  ②事業場外のみなし労働時間制適用者 
③ 裁量労働制適用者   ④管理監督者    
⑤ 派遣労働者   ⑥短時間労働者     ⑦有期契約労働者  

 
 



労働時間の把握方法 

 

事業者は、労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を以下のような方法により把握し、把

握した労働時間の状況の記録を作成後、３年間保存しなければなりません。 

 

① 事業者の現認 

② タイムカード、IC カード、パソコン等の使用時間の記録などの客観的な方法 

③ その他適切な方法 

 

※自己申告制は例外扱いとなります。やむを得ず自己申告制で労働時間を把握する 

場合は、いくつかの措置を講じる必要があります。 

 ・対象労働者に対する、適正な自己申告の十分な説明 

 ・労働時間の管理者に対して、適正な運用を含め、講ずべき措置についての十分な説明 

 ・申告時間と実際の労働時間との整合性について、必要に応じて実態調査の実施 

・自己申告時間の上限設定等、適正な申告を阻害する措置を講じてはならない 等々 
 

 

医師による面接指導の実施 

 

時間管理の結果、１週あたり４０時間を超えて労働させていた場合には、超えた時間に

より、労働者への労働時間に関する情報通知や医師の面接指導実施の要否を判断しなけ

ればなりません。 

 

〇管理監督者等を含むすべての労働者（一部の例外あり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇研究開発業務従事者 

 

 

      

 

 

 

 

長時間労働による健康障害を防止するための医師による面接指導は、労働者数５０人未

満の小規模事業場にも適用されます。産業医の選任義務がなく、産業医がいない場合は、

地域産業保健センターを利用した面接指導の実施が可能です。 

労働者に超えた時間に関する情報通知 

産業医に情報提供※  
※産業医選任事業場。80 時間超該当者がいない場合も 
該当者ナシの旨報告必要。 

週 40 時間を超える労働時間が 

月 80 時間※を超える場合 

※改正による現行 100 時間からの引き下げ 

疲労の蓄積が認められ 

労働者の申出がある場合 
医師による面接指導の実施 

週 40 時間を超える労働時間が 

月 80 時間を超える場合 

医師による面接指導の実施 

申出不要！ 

週 40 時間を超える労働時間が 

月 100 時間を超える場合 

面接指導結果記録 

医師の意見聴取 

適切な事後措置の実施 


